Legal Term Usage No.7: Item (Gō) and Tabel (Hyō) as Style for Listing by Hirano, Toshihiko












































































































　私は，号を略記する場合，たとえば，刑法第 19 条第１項第１号は「刑 19
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　　２　訴訟代理人は，次に掲げる事項については，特別の委任を受けなければならない。
　　　一　反訴の提起
　　　二 　訴えの取下げ，和解，請求の放棄若しくは認諾又は第 48 条（第５条第 3項及び
第 51 条において準用する場合を含む。）の規定による脱退
　　　三　控訴，上告若しくは第 318 条第１項の申立て又はこれらの取下げ













































































































　○民法　第 117条（無権代理人の責任）　　＜平成 29 年法 44 による改正後の条文＞




















　○民法　第 733条（再婚禁止期間）　　＜平成 28 年法 71 による改正後の条文＞



























































































広島法科大学院論集　第 15 号（2019 年）－ 15
　　２～３　〔略〕
　　　△民法　第 688条［清算人の職務権限，残余財産の分割方法］
　　　　　　　　　　　　　　　＜平成 16 年法 147 の民法現代語化前の条文＞
　　　　①　清算人ノ職務及ヒ権限ニ付テハ第 78 条ノ規定ヲ準用ス
　　　　②　〔略〕








































































































































や改正条項で増加傾向にある。たとえば，民法第 602 条は，平成 16 年法 147
による改正の際に，この形式に変更された。























８年６月 26 日号外 22 頁）では下図のようになっている。１段 22 字組みで，
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　　　　〔右〕
第 43 条第４項，第 69 条，第
76 条第３項，第 85 条，第 108
条第３項，125 条第１項，第
163 条第１項，第 169 条，第
278 条の２第２項，第 297 条第
２項，第 316 条の 11
合議体の構成員 合議体の構成員である裁判官


















　　 　独立行政法人通則法第 3条，第 7条第 2項，第 8条第 1項，第 9条，第 11 条，第 14
条から第 17 条まで，第 21 条の 4，第 21 条の 5，第 24 条，第 25 条，第 25 条の 2 第 1
項及び第 2項，第 26 条，第 28 条，第 28 条の 4，第 31 条，第 36 条から第 46 条まで，
第 47 条から第 50 条の 10 まで，第 64 条並びに第 66 条の規定は，国立大学法人等につ
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　　③ 　公務のために臨時の必要がある場合においては，第１項の規定にかかわらず，官
公署の事業（別表第一に掲げる事業を除く。）に従事する国家公務員及び地方公務員





















































対応して列記されている。この別表第二と第三は，平成 10 年法 112 改正で繰
り下げられたもので（この時に，「（第○条関係）」も追加された。），昭和 22
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のシリーズで扱ってきた機能語・構造語としての法令用語ですら説明をほと
んどしない，あるいはできない教員が圧倒的多数という現実がある。六法を
あけたはよいが，漫然と条文をながめているだけの学生の何と多いことか。
「ボーっと見てんじゃねーよ！」と言いたくなる。ちゃんと分析的に読み，読
み取れるだけの情報を引き出すのが，条文を読むことなのである。
　今回も一番苦労したのは，分類整理することと，どれを例として挙げるか
の選択であった。学生に是非とも出会ってもらいたい条文を可能な限り選ぼ
うという教育的観点からふるいにかける。集めて読んだものだけでもそれな
りの数になるが，使うのはその中で一つか二つにすぎない。まして読んでい
ない法律は数限りなくある。恣意的選択だという批判は甘んじて受けようと
思う。それにしても，本稿は書き足りないことだらけである。
　今回の準備作業をしていて，「号」と「表」・「別表」について，法制局の法
令の起案担当者たちが試行錯誤してきたことが十分理解できた。その表れが，
１つの法律における各種様式の混在であった。法律の改正は，改正時点での
起案原則に従って文案を作成するという決まりがある。ただし，全体の形式
については当初の様式は維持されるので，旧来のものに合わせざるを得ない。
だから，刑事訴訟法では，現在でも，条文見出しも項番号も付されていない
のである。（もっとも，『司法試験用法文』（司法試験委員会）はさすがに項番
号は丸数字で示してある。）また，法令用語の観点から見ても，刑事訴訟法は
まさに混在のデパートの観を呈している。このシリーズでこれまで扱ってき
た他の法令用語にもそのことは表れており，だからこそ改正の経過を遡り，
昔の形を見るという作業が不可欠であった。単なる法令用語の解説にはとど
めたくはないという思いで執筆しているので，この手間を惜しむわけにはい
かない。それがまたふだんは見えないものを見せてくれることもあり，愉し
い仕事でもあるのである。
